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Ⅰ 調査結果の概要

１．調査の経緯

（１）独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構が本年3月28日に公表した不適

正な経理処理事案に係る調査報告書（中間報告）を受けて、独立行政法人農業生

物資源研究所（以下「生物研」という。）においてもDNA合成製品等の契約に際

して適正な経理処理がなされているかどうかについて調査を行うこととした。

（２）その後、調査の過程で、預け金等の不適正な経理処理が行われていたとの疑い

が生じたことから、平成26年8月22日付けで調査委員会を立ち上げ、全容解明に

向けて調査を実施した。

２．調査対象年度

生物研の会計関係書類の確認が可能な平成18年度から平成25年度

３．調査の結果

（１）プリペイド方式等

① プリペイド方式

DNA合成製品等の全契約について調査したところ、プリペイド方式により取

引が行われたものの契約金額合計が169,974,031円、関与した研究職員（転出

者及び退職者（以下「転出者等」という。）を含む。以下同じ。）が101名であ

ったことが確認された。

※ DNA合成製品等 ：遺伝子解析等の目的で分子生物学的実験に使用する特殊用途のもの及

び遺伝子配列の解析用務。

※ プリペイド方式：DNA合成製品等の取引にあたり、あらかじめ研究職員がメーカーに口座

登録し、必要とするDNA合成製品等に係る代金を前払いしておき、研究

職員が必要な時にDNA合成製品の製造又は解析をメーカーに連絡する

と、後日に納入される方式。

② ポストペイド方式

DNA合成製品等の契約に際して､ポストペイド方式により手続きが行われたも

のの契約金額合計が16,924,846円、関与した研究職員が32名であったことが確

認された。

※ ポストペイド方式：DNA合成製品等の取引にあたり、発注取引を経ずに業者からDNA合成

製品等を納入させ、例えば1ヶ月後にまとめて架空の発注手続きにより

精算する方式。

（２）預け金等

会計検査院決算検査報告（以下「会検報告」という。）において指摘を受け、

かつ予備調査（P.3Ⅱ-1-（2）を参照）において51名の研究職員のうち38名が不

適正な経理処理の疑いを申告した代理店Ａにおける全取引並びに会検報告におい

て指摘を受けた代理店Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥの取引を調査したところ、以下のとおり

不適正な経理処理が判明した。
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① 預け金

代理店Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤとの間において、契約した物品及び役務（以下「物

品等」という。）が納入されていないのに納入されたとする虚偽の内容の関係

書類を作成するなどにより代金を支払い、当該支払代金を原資として預けてお

き、後日、物品等を納入させる行為（以下「預け金」という。）が行われたも

のの契約金額合計が208,517,346円、関与した研究職員が37名であったことが

確認された。

② 一括払

代理店Ａ、Ｃ及びＥとの間において、正規の契約手続きを行わないまま、随

時、代理店に物品等を納入させた上で、後日、納入された物品等とは異なる物

品等の請求書等を提出させて、これらの物品等が納入されたとする虚偽の内容

の関係書類を作成して精算する行為（以下「一括払」という。）が行われたも

のの契約金額合計が62,526,962円、関与した研究職員が19名であったことが確

認された。

③ 差替え

代理店Ａ及びＣとの契約において、虚偽の請求書を提出させて、契約した物

品等が納入されていないのに納入されたとする虚偽の内容の関係書類を作成

するなどにより代金を支払い、実際には契約した物品等とは異なる物品に差

し替えて納入させる行為（以下「差替え」という。）が行われたものの契約金

額合計が1,804,950円、関与した研究職員が3名であったことが確認された。

項 目 契約金額（円） 関与人数（人）

プリペイド方式 169,974,031 101

ポストペイド方式 16,924,846 32

預け金 208,517,346 37

一括払 62,526,962 19

差替え 1,804,950 3

459,748,135 実人数 140

（３）生物研を退職した研究職員1名が、退職後に勤務した大学において、生物研在

籍時のプリペイド口座から合計131,871円を使用したこと、また、DNA合成製品等

の購入時のサービスとして、4名の者が22万円相当の景品を受領したことが判明

した。これらについては、既に当該金額が全て生物研に返納されている。

（４）このほか、取引業者（代理店及びメーカーをいう。以下同じ。）が保有してい

るプリペイド方式等又は預け金等の出納を記録している帳簿等（以下「帳簿等」

という。）に計上されている期首残高64,215,818円については、生物研の文書保

存期間外のため、取引業者への金銭の振込みが確認できなかった。

（５）また、これまでのところ、生物研が取引業者に振り込んだ契約代金は全て納入

した物品等として費消されている。併せて、当該物品等について研究用以外での

使用の事実はなかった。
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Ⅱ 調査方法

１．予備調査

（１）DNA合成製品等の契約の実態把握

DNA合成製品等の契約の実態について、生物研の会計システムのデータを基に、

代理店（10社）に対し、メーカー、契約額、契約年月日、購入請求者等について

聞き取り調査を実施し、関連データの提出を依頼した。

また、当該代理店と取引のあるメーカー（6社）にデータの提供を依頼し、入

手できたものについて分析を実施した。

（２）全研究職員に対する予備的調査

プリペイド方式等によるDNA合成製品等の受発注に関する調査を進めていく過

程において、預け金等の不適正な経理処理が行われていたとの疑いが生じたこと

から、平成26年7月、全研究職員に対し、預け金等の不適正な経理処理への関与

の有無に関する緊急調査を実施した。

研究職員51名から、不適正な経理処理の疑いがある申告がなされた。このうち

38名については、代理店Ａにおける不適正な経理処理の申告であった。

２．本調査

（１）預け金等の不適正な経理処理が行われていたとの疑いが生じたことを受け、平

成26年8月22日に、「独立行政法人農業生物資源研究所における不適正な経理処

理事案に係る調査委員会運営要領」に基づき、調査の進め方や再発防止策の策定

等に対する助言を受けるため、コンプライアンスや会計の専門家である外部調査

委員（弁護士1名、公認会計士2名）等で構成する調査委員会を設置し、全容解明

に向けた調査を開始した。

調査に当たっては関係者への聞き取り、関係書類の突合を通じ、常に客観性を

確保しつつ、徹底した調査を進め、実態の全容解明に努めることとした。

○ 調査委員会の構成及び調査委員会の開催状況（別紙）

（２）調査方法

① 調査対象の範囲等

調査対象の範囲は以下のとおりとし、調査の過程において、以下に定めた調

査対象以外に調査を広げる必要が生じた場合には、適宜追加の調査を行うこと

とした。

ア 調査対象契約

調査対象契約は、研究職員と取引業者との直接的な接触が、研究業務の遂

行に必要となる可能性のある全ての研究用消耗品並びに成分分析・解析及び

理化学機器の修理･保守等に係る役務（以下「研究用消耗品等」という。）

の契約とした。

イ 調査対象年度

調査対象年度は、不適正な経理処理の事実を把握できる期間である平成18

年度から平成25年度とした（平成23年の公文書等の管理に関する法律（平成
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二十一年法律第六十六号）の一部改正に伴う独立行政法人農業生物資源研究

所法人文書管理規程の一部改正により、現在の会計関係書類の確認が可能な

文書保存期間は10年となっているものの、変更前（平成22年度まで）の文書

保存期間は5年であったことから、平成17年以前の会計書類は存在しないた

め、調査対象年度は不適正な経理処理を把握できる期間である平成18年度か

ら平成25年度とする）。

ただし、各取引業者からの関係書類の入手可能な年度が平成18年度まで遡

ることができない場合には調査対象年度を短縮せざるを得ない場合があるこ

とに留意することとした。

ウ 対象とする経理処理の範囲

対象とする経理処理の範囲は、預け金、差替え、一括払、プリペイド方式

等生物研の会計規程で認められていない全ての行為を対象とした。

エ 調査対象者

生物研における調査を徹底するため、調査対象者は、生物研の調査対象年

度期間中の全ての研究職員等、経理担当職員（転出者等を含む。以下同じ。）

等及び研究用消耗品等の納入実績のある全ての取引業者とした。

なお、現在、退職又は他機関に出向している者であっても調査対象期間中

に在籍していた者は調査対象とした。

② 取引業者に対する聞き取り調査・確認

予備調査において、不適正な経理処理を行ったとの疑義が判明した研究職員

等と取引関係のあった取引業者に対する聞き取りを行うとともに、当該取引業

者に関係する全ての書類の提出を依頼した。提出された書類を生物研の関係書

類と突合し不適正な経理処理の有無を確認することとした。

聞き取り調査は、客観性、正確性の観点から、他法人の監査室の職員と連携

して3名体制で行い、最終的に聴取内容を確認調書に取りまとめ、調査委員会

委員が確認することとした。

③ 関係職員に対する聞き取り調査・確認

取引業者から提出された関係書類並びに予備調査において自ら申告した研究

職員等及び取引業者からの申告で疑義があるとされた研究職員等への聞き取り

により、不適正な経理処理の事実確認を行うこととした。

また、予備調査において、預け金等の不適正な経理処理に関与していないと

申告した研究職員等に対する聞き取りを行い、関与の有無を再確認することと

した。

併せて、研究職員等への聞き取りにおいて疑義が生じた経理担当職員等に対

する聞き取りを行い、関与の有無を確認することとした。

聞き取り調査は、客観性、正確性の観点から、調査対象者と直接上下関係や

業務上関わりのない者の3名体制で行い、最終的に聴取内容を確認調書に取り

まとめ、調査委員会委員が確認することとした。

３．具体的な事実認定

以下（１）及び（２）に該当する場合は、プリペイド方式等や預け金等の取引が
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あったと事実認定することとした。

（１）取引業者の帳簿等において、原資として整理されている契約代金に関する

入金年月日、品名、金額と一致する生物研の契約が存在し、個別の取引に対

応した原資からの支払いが確認されていること

（２）研究職員等への聞き取りにより本人がプリペイド方式等や預け金等による

発注、納入であることを認めた取引であること

４．研究外使用の確認

（１）契約代金等からの確認

上記３の事実認定に基づき、納入された物品等の代金として費消されたことが

確定した金額の総額を、生物研が契約代金として振り込み調査期間内に取引業者

の帳簿等に計上されたものの総額から差し引いた金額が、当該取引業者の帳簿等

の残高と一致していることで、納入された物品等以外の用途への使用がないこと

を確認することとした。

（２）納入された物品等からの確認

① 研究用試薬等については、以下の理由により、研究用以外の使用がないと

判断することとした。

ア DNA合成製品等については、実験設備の整った施設等において研究用にし

か使用できないものであり、当該塩基配列については研究上の個別性があ

り、一つ一つ配列が異なるため、特定の研究目的に用いられるものである

こと

イ 分析用試薬、分析用消耗品等については、実験設備の整った施設等にお

いて研究用にしか使用できないこと

② OA機器、書籍等、その他の用途の利用も可能な物品等については、研究課題

との関連性の有無について、調査にあたった職員が研究職員本人に確認すると

ともに、専門知識を有する複数の研究職員により確認することとした。

併せて、現存する物品については実験室等での使用状況を現物確認すること

とした。
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Ⅲ 聞き取り調査・確認

１．研究職員及び経理担当職員等

調査委員会で決定された調査方針に基づき、平成26年9月5日から12月2日にかけ

て、全研究職員等266名（現職240名、転出者等26名）に対し、プリペイド方式等に

よるDNA合成製品等の取引、預け金等の不適正な経理処理について聞き取り調査・

確認を行った。また、経理担当職員等51名（現職38名、転出者等13名）に対しても

聞き取り調査・確認を行った。

調査過程において、不適正な経理処理に関して疑義が生じた場合などは、複数回

の聞き取り調査を実施するなど、延べ476回の聞き取りを実施した。

２．取引業者

同期間において、DNA合成製品等を取引している代理店10社及び当該代理店と取

引のあるメーカー6社への聞き取りを実施した。また、研究職員等への聞き取りか

ら、不適正な取引の疑いのある代理店21社への聞き取りを実施した。
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Ⅳ 確認された事実

これらの調査の結果、以下の事実が確認された。

１．プリペイド方式等

（１）プリペイド方式

① DNA合成製品等の全契約に係る調査の結果、DNA合成製品等の契約に際し、代

理店10社及び当該代理店と取引のあるメーカー6社との間において、プリペイ

ド方式により取引が行われたものの契約金額合計が169,974,031円、関与した

研究職員は101名であったことが確認された。このうち年度内に精算行為が行

われないまま、翌年度以降に使用したものが72,277,684円、26年11月末現在の

未使用残高が6,234,814円であった。

② 生物研を退職した研究職員1名が、退職後に勤務した大学において、生物研

の業務とは関係のない研究に、生物研が購入したDNA合成製品等のプリペイド

口座を使用し、131,871円のDNA合成製品等を購入していた。なお、当該経費に

ついては既に生物研へ返納されている。

③ DNA合成製品等を取り扱っていた取引業者の中には、一定の数量のDNA合成製

品等を購入した者に景品を贈るサービスがあり、生物研の研究職員についても

4名が22万円相当の景品を受領していたが、これらに相当する金額についても

既に返納されている。

（２）ポストペイド方式

ポストペイド方式による全取引について調査したところ、代理店1社及び当該

代理店と取引のあるメーカー1社との間において、DNA合成製品等の契約に際して､

ポストペイド方式により取引が行われたものの契約金額合計が16,924,846円、関

与した研究職員は32名であったことが確認された。

２．預け金等

会検報告において指摘を受け、かつ、予備調査において、51名の研究職員のうち

38名が不適正な経理処理の疑いの申告をした代理店Ａの全取引並びに会検報告にお

いて指摘を受けた代理店Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥに係る取引の調査の結果は以下のとおり

であった。

（１）預け金

代理店Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤとの預け金による契約は合計208,517,346円、関与し

た研究職員は37名であった。このうち、契約書に明記された物品等と同一の

ものの納入が行われたものが106,173円、異なるものの納入が行われたものが

208,411,173円であった。

（２）一括払

代理店Ａ、Ｃ及びＥとの一括払による契約は合計62,526,962円、関与した研究

職員は19名であった。このうち、契約書に明記された物品等と同一のもので精算

が行われたものが2,210,102円、異なるもので精算が行われたものが60,316,860

円であった。
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（３）差替え

代理店Ａ及びＣに虚偽の請求書を提出させて、差替えを行っていたものの契

約金額合計が1,804,950円、関与した研究職員は3名であった。

項 目 契約金額(円) 関与人数(人) うち会計検査院指摘分 追加判明分

契約金額(円) 関与人数(人) 契約金額(円) 関与人数(人)

プリペイド方式 169,974,031 101 89,101,205 71 80,872,826 64

ポストペイド方式 16,924,846 32 16,924,846 32

預け金 208,517,346 37 18,438,530 8 190,078,816 34

一括払 62,526,962 19 1,285,349 8 61,241,613 17

差替え 1,804,950 3 1,496,250 1 308,700 2

計 459,748,135 延べ 192 110,321,334 延べ 88 349,426,801 延べ 149

実人数 140 実人数 78 実人数 109

３．上記不適正な経理処理に係る金額のほか、取引業者の帳簿等に計上されている期

首残高64,215,818円については、生物研の文書保存期間外のため、生物研から取引

業者への金銭の振込みが確認できなかった。

４．取引業者及び研究職員からの提出資料の確認、聞き取り調査及び研究室での現品

確認を行った結果、これまでのところ生物研が取引業者に振り込んだ契約代金は、

全て事実認定した物品等として費消されていた。併せて、当該物品等については、

研究用以外での使用の事実は認められなかった。
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Ⅴ 発生要因

１．取引業者と研究職員の直接的な接触

DNA合成製品の購入の場合、その塩基配列は個々に異なり、オーダーメイド的な

色彩が強く、研究職員等が業者と直接情報交換することもやむを得ない等、研究

上の便宜を図ることを優先するとの意識があった。

このため、取引業者と研究職員が日常的に接触する中で、取引に関する交渉を

直接行うようになった。

２．契約・検収部門の対応

（１）契約部門

① 契約部門の体制不十分

研究職員には、研究の進捗状況に応じて必要な異なる塩基配列のDNA合成製

品が迅速に発注・納入される体制が十分でないとの意識があり、不適正な経理

処理を誘発するおそれがあった。そのような状況の下で、DNA合成製品の特性

や研究職員の意識に対応できるような契約方式や適正なチェック機能が働く体

制がとられてこなかった。

② 最新の研究用物品等に対する認識不足

契約部門では、プリペイド方式等については、「DNA合成キット」という名

称から、1つの物品が1回納入されるものであると解して、会計規程上認められ

ていない前払いに該当するものではないと判断する等、最新の研究に対応した

物品等に対する認識が不足していた。

（２）検収部門

① 検収部門の体制不十分

検収部門においては、DNA合成製品等について、研究職員のサイン等による

納入確認によって検収を行ったと解する等、物品等の特性、納入形態の差異に

応じて、検収担当職員が全ての取引の検収を行う体制となっていなかった。

② 事後チェック体制の不存在

預け金等の場合、取引業者は、検収終了後に当該物品を持ち帰ってしまうな

どの行為を行っているが、このような事態を検収後にチェックできる体制が整

っていなかった。

３．研究職員等の公的研究費に対する認識

プリペイド方式等や預け金等は、研究用に必要な物品の購入や役務に使用されて

おり、研究用以外の使用は確認されていないことから、研究費は研究目的にのみ使

用するという意識は生物研内で共有されていたと考えられる。

他方で、研究職員は、正規の発注手続では納入までに時間がかかる、思うような

研究活動ができない、必要な時にいつでも使える予算が欲しい等と考え、研究上の

便宜を図ることを優先する面があった。研修は行われていたものの、研究職員の意

識を変えるには不十分であった。

国民の税金を原資とする公的研究費については、使途のみならず執行方法につい

ても適正性・透明性を確保することが必要であるという意識の欠如が、今回の不適

正な経理につながったといえる。
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Ⅵ 再発防止策

１．取引業者と研究職員の直接取引禁止の徹底

不適正な経理処理を誘発した大きな要因は、取引業者と研究職員が日常的に接触

し、取引に関する交渉を直接行うようになっていたことにある。

このため、以下の措置を講ずる。

（１）取引業者と研究職員の直接的な取引の禁止を徹底し、この旨を、改めて全研究

職員に通知するとともに、誓約書の提出を求める等の措置を講ずる。

（２）全ての取引業者に対して、研究職員との直接取引の禁止及び検収方法の変更の

趣旨・内容の周知徹底を図る。

２．検収の徹底、契約・検収部門の体制強化

一部の特殊な物品等について、実際上、研究職員に納入確認を任せる等、契約部

門による契約内容のチェック並びに検収部門による検収時及び事後のチェックが不

十分であったことが、今回の不適正な経理処理につながったとみられる。

このため、以下の措置を講ずる。

（１）従来は担当研究職員のサイン等の確認により納品確認を行っていたDNA合成製

品等に係る全ての取引について、契約部門が契約書において、契約物品等の特性

に応じ適切な検収場所を発注時に納品先に指定するなど、検収担当職員による検

収を確実に実施し、納品書等関係書類を確実に保存するための措置を講ずる。

（２）検収終了後、取引業者が研究室に当該物品等を届けることは、認めないことと

する。

（３）検収を行った物品が取引業者に回収されて使い回されることが無いよう、目印

を付す等の対策を行う。

（４）検収の徹底状況を確認するため、随時、取引業者、研究職員及び経理担当職員

に対して実地検査を実施する。

（５）上記のため専任の検収担当部署を設ける等、必要な体制の整備を検討する。

また、不適正経理の動機を排除するため、必要な品目を事前に特定することが

難しく、かつ迅速な発注・納入が求められるバイオテクノロジー研究の特性に対

応して、契約手続きの迅速化を進めることも必要であり、物品等の購入について

入札により年間を通じてその取引価格を決定する単価契約の導入等を検討する。

３．職員の意識改革に向けた研修の実施

生物研の役員及び管理職員においては、問題を直視し、全職員に対して本事案を

含めたコンプライアンス・ガバナンスに関する認識の啓発に努め、研究職員も研究

費の適正な使用について説明責任を果たすという意識を持たせることが必要であ

る。
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このため、以下の措置を講ずる。

（１）全ての研究職員及び経理担当職員を対象に研修会を開催し、不適正経理を具体

的に示すことにより、ルールの徹底を図る。

（２）定期的に試験を実施し、不適正経理の認知度を確認し、必要な者に対して再試

験を実施する。

（３）契約発注依頼をするための会計システムのIDの付与を研修受講者に限定する。

４．内部監査機能の強化

上記１～３の措置を確実に実行していくため、内部監査機能の強化が必要である。

このため、以下の措置を講ずる。

（１）監査・コンプライアンス室による内部監査について、書面審査に加えて、研究

現場での聞き取り調査を新たに実施する。

（２）契約取引の多い取引業者に対し会計帳票等の提供を求め、不審な点が認められ

る場合には臨時監査を実施する。

（３）生物研全体の取組みとして、適切な業務遂行の障害となっている事項を把握し

改善策を講ずる仕組みの構築を検討する。
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Ⅶ 今後の対応

１．今後の調査

疑義のある取引業者からの資料の入手、精査、生物研の資料との突合等を更に進

め、早期に全容解明を行う。

２．研究費の返還等

（１）調査結果を農林水産省等資金交付元へ報告し、適切に返還を行う。

（２）取引業者の管理下にある口座残高については、適正に算定の上、返還を求める。

（３）関係者の処分については、全容解明等を踏まえ、独立行政法人農業生物資源研

究所職員就業規則及び職員懲戒規程に基づき、厳正に対処する。
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別紙

○ 調査委員会の構成

委員長 吉岡 隆久（弁護士）

委 員 小林 保弘（公認会計士）

委 員 坂本 祐輝（公認会計士）

委 員 村上 堅治（生物研審議監）

○ 調査委員会の開催状況

第１回 ８月２６日 調査方針・スケジュール等について

第２回 １０月１０日 調査の進捗状況について

第３回 １１月２１日 調査の結果、再発防止策等について

第４回 １２月 ３日 中間報告書案について

第５回 １２月１５日～１６日（持回り）中間報告書の決定について


